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「近隣住区J とし づかたちで具体化したクラレンス・ A ・ペリーの提案がある(4)。 ペリーの提唱
した「近隣住区 J は、わが国における住宅地計画、新都市計画に大きな影響を与えてきた
が、 「近隣j とはいっているものの 、 この空間的なスケーノレは小学校区の規模である。 これに
4 
対して、水谷は、 「町住区 J とし 1 う概念を提唱し(5 ) 、 日本の既成市街地の空間構造と社会集
団で、あるコミュニティと結びつけようとしており、本研究にとっても示唆的である。
整備計画の内容とそれを策定する住民の関係については、特定の近隣に基礎を据え、
コミュニティの意志、行動を通じて住宅をっくり出す方法を 、 特にアメリカにおける CDC
(Comm unity-based Development Corporation) と呼ばれる非営利組織に焦点をあて追究
した平 山 の研究がある(6)。 日本 における研究としては、先に述べたようにまだ個別的であり 、
そこに本研究の意義が存在している。
地 区レベルの計画を制度的に位置づける方向 として、 地方自治体による条例があり、こ
の条例の役割について論じた著作が近年数多 く 出版されているD まず、美の規準と法の適


















第 2 章では、小学校区 1 -----3 の広さを地区と称して、那覇市新総合計画策定の一環で
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第 4 章では、 全国の条例制定の動向を明 らかにするとともに、 条例 における地区の捉え
方および住民の参加の形態について分析している。 分析方法は、平成 4 年度までに制定
された全国の 自治体の地域づくり行政に関する条例の条文をおもに条例情報需要に応え
るとし づ主旨をもった文献及び雑誌等から抽出し分析している。





















(1) 岩崎信彦ほか (1989) : r 町内会の研究 J 、御茶の水書房
(2) 中田実 (1996) : r 町内会・自治会の新展開 」 、自治体研究社
(3) 奥田道大( 1991) : r 都市コミュニティの理論 J 、東京大学出版会
(4) C ・ A ・ ペ リー (1993) : r 近隣住区論一新しいコミュニティ計画のために 」 、倉田和四生訳、鹿島出版
正』
コ=(5) 水谷穎介 ( 1992 ) : r 町住区と市街地再構成計画の研究 J 、京都大学学位論文
(6) 平山洋介 ( 1993) : r コミュニティ・ベースト・ハ ウ ジングー現代アメリカの近隣再生J 、 ドメス出版
(7) 五十嵐敬喜、野口和雄、池上修一 (1996) : r 美の条例ーいきづく町をつくる J 、学芸出版社
(6) 井上繁(1991) : r まち づ くり条例ーその機能と役割J 、ぎょうせい
(9) 森巌夫 ほか(1992) : r講座まちづくり開発入門」、ぎょうせい
(10)本間義人 (1994) : r まち づ くりの思想・土木社会か ら市民社会へ J 、有斐閣(資料編)










年 (1924) の東京市の調査によると、町会経費の記載のあった 20 町会のうち9町会がこの








































































1933 年、近代建築国際会議 (CIAM) はその第4回会議においてアテネ憲章を採択し
た。 この憲章で提唱された都市像は、後に、機能優先のゾーンニングの考え方や単一的
な住宅団地の強調といった点で 、 さまざまな批判にさらされたが、 20世紀のとりわけ新しい
都市開発に大きな影響を与えたD このアテネ憲章から 65 年経った 1998 年の 3 月、ヨーロ
ッパ連合の 11 ヵ国の都市計画家の組織で編制された協議会によって新しいアテネ憲章











も意志決定プロセスにおいても、より深く参加する機会が生まれる。 (第 1 部1. 12) 
③(前略)よりオープンな民主主義的プロセスが展開するならば、意思決定のプロセス
において、より良いコミュニケーションとより多くの市民参加が要求されることになるだろう。
過去 20 -30 年にわたって、都市計画家は、 公共的参加のための進歩した手法の第一線





(第 1 部1. 26) 


























































































































奥田は、 「都市ーコミュニティ計画の系譜と事例 J のなかで、都市ーコミュニティ計画を以
下の 5 期に分類している(8)口
①第 1 期「総合調査」の段階 (1950 年代後半)
②第 2 期・前期 「総合計画J の段階(‘ 50 年代前半)
③第 3 期・後期「総合計画」の段階 ( '50 年代後半-'70 年代初頭)
④第 4 期 「コミュニティ計画」の段階 ('70 年代前半)
⑤第 5 期「コミュニティ計画」 以後 ('70 年代後半)








































年度 内容 目的 関係局 備考
1974 コミュニテイカルァ作成 既ため成の市基街礎地調に査おける住区徳想策定の 企画局 総合計画の一環
1875 市街地再開発基本計画策定 既成市街地環境整備の謀題 都市計画局
1978 環境カルァ作成 既成市街地における現況診断 都市計画局 パンフレット化して広
広報部局 報で市民に公開
1981 神戸市地区計画及びまちづくり協定に 市街地環境整備プログラムめ必要性 都住市宅計局画局関する条例制定
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の解説によると、人口 の大きさは、上限で 2 万人、下限で 5000 人とされている。また、境
17 
住宅冶在地区の現況









ベノレ(人口集中地区での平均面積 2 .43ha) で各項目別に診断と評価を提示している。













この報告を受けたかたちで 、 1 9 71 年、コミュニティ整備事業を中心施策に公共施設整
備も含めて展開するモデル ・ コミュニティ事業が 自 治省によって実施された。この試みは、
横浜、東京、 高知とし 1った当時の革新自治体において先鋭的に取り入れられた。この施
策によって、 全国的にコミュニティ活動が活発な 83 地区を設定してコミュニティ・モデノレ地

































6 年までに 21 の市民協議会が設立されるに至った。 その後、昭和 56 年に「地区市民協
議会補助金交付要綱 J 、平成 3 年に「地区市民協議会記念事業補助金交付要綱」、平
成 6 年に「地区市民協議会等コミュニティ事業補助要綱J を設置するなど、市民協議会活
動の支援施策が展開されるに至ったD 同じような事例に豊中市がある。 豊中市では、昭和
42 年に「庄内地域基本調査J が実施され、庄内地域の再開発が検討された。 昭和 47 年






( i ) 池島地区
①主旨と展開
戦前から住宅地として発展してきた池島地区周辺は、戦災によって大きな被害を受け
た。 そのため昭和 22 年に当地区も含めた大阪市単独事業「港地区復興都市計画土地




















川に固まれた面積 69.0ha 人口 23 ， 420 人(地区指定時)の地区である。当地区には、終
戦直後に建てられた木造公営住宅や一般住宅地、八幡屋商店街がまとまって立地してい
た。 また、国道大阪港線沿いには、店舗や事務所が、三十間堀川沿いには、水運を利用
した工場が一部残存していた(l3) (図 1 -4) 。















会を設置し、運営している。さらに、委員会は、近隣の人達に広く呼びかけ、 1 ， 200 円/年
の会費でセンター運営に関わってもらうための賛助会制度をつくっている(14)。





あった。 そこで、昭和 46 年に自治省からコミュニティ・モデ、ノレ地区の指定を受けた(15)。 昭
和 47 年にコミュニティセンターが建設された後、施設を管理運営するための協議会が組





















動支援、婦人部会活動、 PTA補導活動を実施している。 この協議会は、地区 11 団体の
情報交流の場として、あるいは、公民館運営委員会とのネットワークをもちつつ活動してい
の受け皿としての木造アパートや文化住宅などの低質狭小住宅が建設されていった。 特






各 自治会と連絡を取り合っている。 当協議会は、 発足以来昭和 49 年 11 月末までの間に
約 20 回にわたって、 地区整備計画検討のための協議を実施している。 協議会のメンバー
が地区を分担し、住宅、工場、道路 、 広場 、 水路等について調査しマッフ。を作成してい



















った都市整備の基本方向 J (都市計画中央審議会が行なった第八次答申)では、 「比較
的狭い地域を単位とした計画の策定を通じて、住民意識の高まりのなかで、住民の手によ
る






図 1 -6 の計画策定の流れをみると、早くも行政は、地区整備計画を作成時にコンサル
タントや若手研究者のグループ。を結成させ、「庄内研究会」をっく り、再開発協議会に対し









(図 1 -8) 。
②空間的広がり
庄内南部地域は、北は名神高速道路、南は神崎川、東は猪名川、西は天竺川に囲ま
れた面積 10 5 .4 1h a 人口 5 ， 403 人(地区指定時)の地区である。 神崎川と猪名川の合流
地点であるため、庄内地域はもともと、農業あるいは遊水池として活用されていた。 また、









































図 4 1 司


















































































































































































































































































ル事業実施地区 (ha) 関連する事業・計画 行政の役割 市民組織の形態 市民組織の役割l
池島地区 (S46 ) 69 。 。 。 。 土地区画整理事業、公営 地区整備計画の策定、 用 各種団体の代表 近隣センターの維持管理住宅建替え事業 地確保
。 。 。 010 都市マスタ プラ ン 地区整備計画の策定、意 各種団体の代表 近隣センターの維持管理建減北地区 (S46) 77 向調査によるニーズの把 設及び維持管理、用地質収












地区名. の用新途銀絶ま型車た 面合的せJIIて慣と ま計ち画づ等く"り 百=畏期直し限特二蒔切約賀1れ刷町lま変更
名取市ゆりが丘地区 • • ① 四条畷市図原地区 • • 宗像市自由ヶ丘12地区 • 北九州市首屋敵地区 • 浜y~市浜松駅青nll街区地区 • 泉佐野市りん〈うタウン北地区 • ② 績浜市神戸町地区 • 広島市段原地区 • 神戸市ハ-1\ーフンド地区 • 上尾市仲町愛宕地区 • @ 習志野I1il市E野谷地津駅南口地区 • 神戸 g'''' 勿 _' .' 練馬区早宮2丁目地区 • 長岡市土合地区 • 「
④ 犬山市丸山地区 • 交野市河内y船駅前南地区 ‘ ， ー 、 企 • 総山市来住地区 • 福岡市金隈地区 • キL傾市もみじ台地区 • 
⑤ 大田区田園闘布地区 • 箕面市西宿地区 • • Ki沢市江の島地区 • 
⑥ 和光市西大和団地地区 • 南知多町片名地区 • 合計 12(50も) 9(35%) 4(17%) 2ω.8紛
地区名 決定面積(ha)
地区計画 地区整備計画
① 名四取条市ゆりがE地区 137.9 65.7 8 
畷市田原地区 126.8 126. 
宗像市自由ケli12地区 17.5 17.5 
北九州市古屋敷地区 3.2 3.2 
浜松市浜松駅前11 街区地区 1.5 1.5 
泉佐野市りんくうタウン北地区 133.9 80.1 
② 横浜市神戸町地区 14.0 14.0 
広島市段原地区 11.2 11.2 
神戸市ハー1\ーランド地区 16.7 16.7 
上尾市仲町愛宕地区 3.0 3.0 
③ 習志野市谷津駅南口地区 1.4 1.4 
神戸市真野地区 38.1 38.1 
練馬区早宮2丁目地区 5.0 5.0 
長岡市土合地区 10.7 10.7 
④ 犬山市丸山地区 21.4 21.4 交野市河内磐船駅前南地区 9.3 - 9.3 
松山市来住地区 11.0 11.0 
福岡市金隈地区 1.7 1.7 
札幌市もみじ台地区 242.0 
6427.2 0 
⑤ 大田区田園調布地区 47.2 箕面市西福地包 .~ 3.6 3.6 
藤沢市江の鳥地区 28.3 28.3 
⑥ 和光市西大和団地地区 2.5 2.5 
南知多町片名地区 11.0 1.0 




つに分類してUる. 本険文では、 これを重量照している.は変更 」 が多いことがわかる。箕面市 紳まちづくり計画等には‘ まちづくり構恐怖糊計画まちづくり楓島ぐるみ野州輔が含まれ
西宿地区では、同様の動因が見られた。また、表 1-5 は、全国的にみた地区計画決定の
面積である。 全体の面積の平均が 37.5ha で 、 既成市街地の多くは、 10ha""-'20ha の規模
が小さしものが多い。 事例としてとりあげる以下の 3 つの地区も、同様である。










箕面市の西宿地区は、昭和 50 年代に開発された 3.6ha の閑静な戸建て住宅地であ
る。 良好な住環境を保全するため、昭和 58 年に建築協定 (1 人協定)が締結された。しか
し、平成 4 年の都市計画法の改正により、用途地域の指定変更が行われた。 本来なら
ば、第 I 種低層住居専用地域に指定されなければいけないところが、業務地区に隣接し




西宿地区は、昭和 50 年代にデ、イベロッパーによって開発されたまとまりをもった 3.6ha























Z | ヌ面市西司王了室 事円 | 














区緩名 計官有 | 策定年 面積・ 2 地区計画の実施 都市計画
状況 決定年
l 星回山手地区 。 昭和59年 22.0ha 計市街画化です区ベ域ては力、地バ区ー 昭和61年
2 南星台地区 。 昭和60年 30.5ha 市計街画化です区べ域ては均、地バ区ー 昭和6 1 年
一一一 計市街画化です区べ織てはカ、 地バ 区ー妙見東地区 。 昭和60年 22.3ha 昭和61年3 
4 倉治結7地区 昭和61 年
私都(私都南)地区 。 平成4年 私部区分 計出画来るところから地区制度を導入 昭和61年
星星回図西山地手第区一地区 昭和63年. 昭和63年
8 妙見坂地区 。 昭和61年 32.0ha 市計街画化です区べ域てはカ、地バ区ー 平成元年
出来るところから地区
9 河内磐船駅南(森)地区 : 12主計画制度を導入 平成2年河内鎗船駅北(森)地区 平成8年10 出計来画る制と度こをろ導か入ら地区1 私市山手地区 平成9年
*1 保存修策計画は、地区計画案策定後、地区計画の受け皿団体である「保存修景権進協畿会J Iこよってつくられている。
* 2市街化関堕区犠の一郎も含まれている















































また、 神戸市と同様既成市街地の住環境整備としづ観点から、昭和 57 年には「世田谷
区街づくり条例 j が制定され、 まちづくり協議会の認定と協議会への活動助成や専門家派
遣等の支援制度が定着化していった。
最近になって、平成 4 年には、「豊中まちづくり条例 J が制定されている。この豊中市の
条例における協議会の動きは、まちづくり構想の提案という点で、うえの神戸市、世田谷
区と一致するが、構想提案以外に、協議会と市の役割を提示し、構想提案以降について
も、協議会が、 市と地域住民の調整役を果たし活動を継続しているという点で、他の 2 市
の協議会の動きとは異なっている。
さらに、豊中市の近隣の箕面市では、平成 9 年に「まちづくり推進条例 J を制定し、まち
づくり検討地区と豊中市の条例でみられた市民の発意による自主的なまちづくり地区が位
置づけられた。
また、 開発行為を規制するとしづ点では、平成 2 年に湯布院の「潤いのある町づくり条
例 J 、平成 3 年「掛川市生涯学習まちづくり土地条例」、平成 5 年「真鶴町まちづくり条
例」、平成 7 年「鎌倉市まちづくり条ØiJ J が制定されている。これらの条例においても、やは
り地区計画策定を目的とした条例で見られたまちづくり団体への活動助成や技術的支援
等の支援方策が規定されている。
さらに、景観形成としづ観点、から、昭和 53 年に「神戸市都市景観条例J が制定される。
当条例には、景観形成市民団体の認定や景観形成市民協定の締結とそれら団体への活
動助成や技術的支援が規定されている。 表 1-7 まちづくり協議地区面積
以上、まちづくり関連条例制定の展開から、以下
のような内容が考察できる。
















































いる(表ト7) ロ しかし、平成 4 年度の豊中市のまちづくり条例制定以降、必ずしも住環境
整備事業の合意形成を目的としない環境改善のための市民発意による自 主的なまちづく
り地区が条例に位置づけられるようになる。こうした特徴を持った豊中市の条例では認、定さ
れる地区の面積は、 10h a 前後と非常に小規模で、ある(図ト9) 。









( i ) 主旨と展開
1 990 年代に入って、市民参加による都市マスクープランづくりが各市町村で義務づけ
られることとなった。 岸和田市も平成 7 年から平成 9 年にかけて都市マスクープランを策
定している。 その際 4 回にわたる地区懇談会と l 度のタウンウオッチングを実施し、マスタ
ープランに住民の意見を反映している。 まず、市は~ '70 年代に 自 治省が実施したモデル
コミュニティ事業がきっかけとなって設立された市民協議会の会長らに話を持ち掛け、懇
談会の参加者を募った。 小学校区を地区の単位とした地区懇談会は全部で 24 となって
いる。
市側の体制は、都市計画課、企画調整課、自治振興課の 3 課共同で進められた。 ま
ず、 市が地区懇談会に都市マスタープランの素案の説明を行う。 その後、地区懇談会が
班別に分かれて 2"-'3 回かけて討議を行う。 その結果、全部で 506 件の質問や要望が出
てきた。 それらの質問や要望を、市が①総合計画に関するもの、②将来のまちづくりに関








1 I I ま ちの現況
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那覇市では、第三次総合計画策定にあたって、市域を l から 3 の小学校区 25 地区に
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241 ;J条ノ出荷・宇奈婦同区 18，四 172.5 
2 |高制判区 17,7.2 1制
ー @・師 事h
I , 1 地区単位 施簸の贋開 自治体 地区 実施目的 地区の広がり 市民の動き
(1)地区カルテ 地条例区計画→ 神戸市 コミューァィカJレテ 認合的な環境霊綱 国勢統計区.10，0∞人 1ﾟ&l 
環境カルア 市街地盤備 町通丁目 (010で平均 行政との鐙し合い、 事業計画の
2.43h.) 合意
(2)モデルコミユ-7イ事業 都市マス ①大阪市 池島地区 コミ=ニティの再股編m及偏び 69 ha, 23，4 20人 コミューティ施厳の管理運営
タープラン ②岸和田行 線北地区 コミュニティ脂 768 ha. 6，7 85人 コミュコニミテュニィ施ティ~施づ股くりへの参加、 の管理運営
庄真野内地南部区地区 10541ha, 5 ，403人 m:備計画づくりへの怠加(3)地区計画制度 条例 戸市 用住日途目度墜倫 39 ha, 5 ，7∞人 |害否環境蒼意形改夜夜疋嘗一ー運動、合意形成面市 西宿地区 地担置の変更の繍完 ) 6 ha.
野市 河内鎗船南駅地区 ミニ開発の規制 93 ha 
(4)まちづくり条例 市 豊中駅前まちづくり協議地区 商業活性化 12 ha, 卯O世帯 成簡素、役仮割興分、ま担ちづくり情惣の作
都市マスタ フフン |岸和田市 |地区惣談会 策市町定村マスター!プラ万ンQの 小学校区 |素と合案意に形貯成る意見要望の礎示





































きは、 '80 年代から'90 年代にかけて、地区レベルで展開された市民・住民参加の手法の
蓄積から得たものであるとの見方ができる。
図ト11 25 地区の地区割り










































コミュニティ計画で、は、概ね人口 5000 人から 20000 人規模の「近隣住区」 が基礎的単
位として用いられてきた。 これらの範囲では、総合的な環境整備が目指されている。
一方、都市計画の分野、特に、地区計画区域などの事業計画区域では、 40ha 未満、









































( 12) 中田実(1996) : r 第 E 章町内会・自治会のこれまでの歩み j 、 『町内会・自治会の新展開 』 、東海
自治体問題研究所、 pp. 30~63 
(13) r 池島地区コミュニティ整備計画J 、大阪市
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pp. 25~30 
(1 5) 城北 コミュニティ振興連絡協議会(1978) : r わがまち城北コミュニテイ j
( 16) 豊中市 (1975) : r庄内南部地区整備計画について J
( 17) 辰巳詞二 ・中川善博 r豊中市庄内地域における居住環境整備事業と住民参加し住宅、 1974. 11 pp.24 
~25 
( 18) 横山芳春 r市民主体のまちづくりをめぎして一那覇市の総合計画づくり J 、 『自立する市民と自治




都市マスヲープラン 近隣住区 素案への質問・要留の提示 素案の作成












(1)鳴海邦碩(1 978 ) : r 街路空間の管理に関する制度的考察:徳川期江戸を中心として J 、 昭和 53 年度
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(2) 鳴海邦碩(1978 ) : r都市における自由空間の研究J 、京都大学学位論文
(3) (1999): r新アテネ憲章 1998 J 、財団法人 21 世紀ひょうご創造協会
(4) 水谷穎介(1 992) : r町住区と市街地再構成計画の研究J 、京都大学学位論文
(5) 奥田道大(1991) : í都市コミュニティの理論J 、東京大学出版会、 pp. 158'" 160 
(6) 野津康、村木美貴 (1998) ; í既存の地域住民参加システム(住区協議会)都市マスタープラ ン地域協
議組織との関係に関する研究J 、平成 10 年度都市計画論文集、 No. 33 、 pp.451"'456
(7) 室田昌子(1998); r 大規模事業を契機とした周辺住環境整備に関わるまちづくり協議会の運用課題に関
する一考察一東京都区内を対象とし現実性に着目して一」、平成 10 年度都市計画論文集 、 No. 33 、 pp.547
~552 
(8) 奥田道大(1991 ) í vr都市ーコミ ュニティ計画の系譜と新しい流れ J 、 『都市コミュニティの理論』 、
東京大学出版会、 pp. 131~157 
(9) 神戸市(1974) : í これからの住区構想策定のために「コミュニテイカルテ J J 葺合区、生田区
( 10) 神戸市都市計画局計画部計画課(1975 年) : í市街地再開発基本計画その l 基礎編」、当報告書は、
再開発についての考え方及び地区区分の方法論について検討・討論されたものをまとめたものである 。
特に地区計画とのかかわりについては、第 3 章「既成市街地整備の課題と地区区分」第 4 節で広域的
要請とある地区の内的諸問題を総合的に解決するためには地区計画的うけとめが必要であることを述
べている















次に取上げる「地区ヒ守ジョンJ の策定の経緯をみると 、 ①「地区割り J は、総合計画の所管



































地区的課題を抽出している。 第 1 ステージでは、現状の問題点をまとめ、第 2 ステージで
は、まちづくりの目標、課題、解決策のそれぞれの案を作成している。 この段階で、 市民案
を広く市民に公開し、意見を求めている。 さらに第 3 ステージでは、それまでの案を 「地区







を行った。 特に、地区の課題については、 「市民が想起する地区的課題」 、その解決策に
ついては「市民が想起する市民の役割J について考察を行った。
以上、「地区ビジョン」は、その作成過程や内容について、明快に示されており、市民が











が集まっている。 さらに、 市は、 地区ごとにリーダーを決め、 75人の市職員を応援団として











いる。 次に多いのが緑化に関する課題で全体の 11%を占めている。 緑化に続いて公園に










532/ 1499、まもる環境が 83/1499、活かす環境が 60/1499 となっている(図 2-3) 。
また、解決策の類型別に課題群をみると、まもる環境では、歴史環境が 30/83 と際だっ





































































。まもる つくる 育てる 活かす 不明
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;固・園・制度.pt (J) {illl. 不明
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[複合課題 J (分類した課題が 2 つの類型のもの)





























































まもる つくる 育てる 活かす
5 3 
4 7 
30 29 13 
143 191 
12 2 
5 28 26 3 
66 70 1 
3 84 74 4 
13 3 5 
30 15 15 6 
22 40 3 




5 6 8 




10 10 4 





10 16 16 2 
83 532 716 60 
表 2-3 解決策における役割分担
まもる つくる 育てる 活かす
51 393 374 38 
2 16 42 2 
30 123 300 20 


























































































A; まもる、 B; つくる、 C; 育てる、 D;活かす







容を担っていることがわかる。 全体で、 1499 ある解決策のなかから、組織や機構を動かし
て環境改善・保全 ・修復等をしている事例を取り出した。 その出現数は全部で 104 で、あっ
た。 全体の約 7%の割合で市民が中心となって環境を保全・改善・維持管理をしていこうと
する試みが見出せた口 以下にその内容を具体的に示しているD





て、 6 事例のうち 5 事例が市民の
組織による運営となっているのが









































をとること J が提示されている。市民が主体の場合は、「自治会や通り会、こども会や PTA
等の組織で花いっぱい運動を行う J 、「あるいは清掃をすること」のほか、「公共施設建設
の際に~OOに市民会館・図書館をつくる会』が中心となって広報活動を強化してもらう J

















































緑化 市民 地域住民のボランティアによる滑婦活動、 自治会 ・ こども会 ・ PTA活動・各家庭での花いっぱい
運動
道路交通 行政 市は、あらゆる専門家の方々と 当事者・自 治会 ・通り会・ 市民などで話 し合い障害者が安全で快適
に動ける歩道及び道路づくり をする
道路交通 行政 国 ・ 県 ・ 市はお互いに協力 して、 道路 ・歩道及び側構を整備する
福祉 行政 県と那覇市と 関係機関で鯛整し、施設の機能強化を含めた福祉村全体の計画を再検射 していく
福祉 行政 市はあらゆる専門家の方々と 当事者・自治会・通り会 ・ 住快適民などと話 し合い、 障害者が安全に生活
でき、 に暮 らせる福祉村づく りを実現する








緑化 市民 公園緑地銀から、苗木を提供して もらい自治会や子供会で花いっぱい運動の気運を盛 り 上げる
景観 市民 自治会長協議会で電力会社やNTTと交渉する
歴史環境 行政 案内板の作成・設置にあたっては市民と行政問のシステムづくり が必要。 まやたデ、案内板の作成にあ
たっては市民か らイラ ス ト ザイ ン等のアイ
ディ アを募集し優秀作品には表彰しアイデイア通
り案内板を作成していく
景観 行政 電線を整理縮小する よ う 、電力、 Nn、有線放送会社の関係機関、 に要望する
緑化 行政 公共関連の施設は、国・県・市のいずれの施設も緑化を義務づけ る こと を検射してほしい
商業 市民 沿道の店舗形成を通 り 会等で進める





公共施設 市民 自治会が中心と なり、事業所に対する要望をおこ
な う
緑化 市民 通り会を設置し街路樹の管理を行 う とともに、花木等を植えて美 しい街にする
公園 市民 市の協力を得ながら鋭原地区における自治会を結成し案、自治会で児童公園の設置場所を検討し、市
に提 してい く
居住環境 市民 スージ小の大切さを再認厳してもら う ため、地域散策などを地域団体で実施するよ う進めてい く






















安全パトロール J である(表 2-7) 。
出現する地域団体は、自治会、子
供会 、老人ク ラブ、婦人会、商店












開催する 」 等 としている。 残りの 1 つ
表 2-7 育てる環境におけるコミュニティ再編
際短類型 主体 解決策
l 道路交通 市民 地に級啓住蒙民動(コ ミュニァィ単位)の中で路上駐車等活を行う
2 道路交通 市民 住民は各自治会を中心に違法駐車一婦のための協カ体制を組み、 充実させる
3 道路交通 市民 住民、 自治会、通り会は、 市や関係機関と 協力す
4 道路交通 行政 国道 ・ 県・市が協力 して土地を出し合って道路や歩を確保する
5 道路交通 市民 PTA ・自治会は交通安全教育に取り組む 一一一一
6 公園 ・ 緑化 市民 自治会などを中心に ‘ 地域住有者民の惣鋭いの場 として利用できるよ う 空き地の所 を得していく
市民
市とタイア ップして自治会がァニスコー ト の所有
7 土地利用 乏者自し治に一会地一一犠をに中開放 して利用させてくれるよ う説得す
8 緑化・公害 市民 心に定期的な河川周辺の清掃を行 う
9 緑化 ・ 公害 市民 自治会 l立花生年の管理をしていく
10 環境美化 市民 性地や峻団体l立、 ミーコミ誌等により環境美化の必要地区の実績を伝える
11 環境美化 市民 地主主団体は常に意織環境を美啓化の問題を取り 上げ住民も環演に対する 発する
, 12 環境美化 市民 自治会・婦人会は地滋住民に親しまれる環d証言ヨEをテーマにした歎等をつくる
一 市教委|立公民館、 図書館等で環境美化に関する餓131 ~震度美化 行政 座の開絞や講演、制総会の開催
14 環境美化 行政 市は広報車を配 してクリ ン指導員を中心に広報活動を展開する
15 環廃美化 行政 市ス教タ委1立小中学校に呼びかけ児童、生徒によるポーの作成及び掲示の実範
自治会組、織通 り会定、こども会地核、婦ぐ人会 、 PTA斉、青少
環境美化 市民 協実施等で 的、 期的に るみの一 清掃を
16 する
17 環境美化 行政 県・市は道路等に放微置されてい行る廃う 車、 粗大ゴ ミについては持ち主に 去勧告を
18 リサイクル 市民 PTA、のこ回ど収もを会組等織は的活に動行資:金の造成のための資源コ ミ フ
19 リサイクノレ 行政 市は継続して補助m金により各団体のリサイクル活動を財政的に支する
リサイク ノレ 行政 市は企業とタイアップしてリサイクノレの促進のイ20 ベント を企画する
環境美化 市民 地主主団体はクリ ーン指導員と協力 して地域の環凌21 マップを作成 し状況を杷鐙する
環君主美化 市民 地域団体はクリ ン指導員の環境パト ロールに也22 カし、実際的な指導がしやすい環境をつく る
市はクリーン指導員定期が愚新の情報を得られる よ借う
B駐廃美化 行政 研修会S、E講演会を 的開催 して情報の鐙供、
23 導員の 質の向上を図る
環境衛生 市民 地犠団体はステーシ ョ ン利用者で当番を決め、そ24 の周辺を滑締 し美化に努める
道路交通 市民 安全を早重視急 してPTA. 教育委員会等関係者が集1ト2ー5ー ま って な対応策を話し合 うトー ー一一ー 自治会、通り 会等で定期的に清掃をするとともに
土地平1開 市民 私有地絡等で見苦 しいと ころがあれば役所の担当課
26 まで速する
27 緑化 市民 自治会で市の協力を仰ぎ、 花の講習会を開催する
28 居住環境 行政 地園綾管子供会やPTA等に対 し適正な費用を助成し公理を依頼する
29 景観 市民 自治会等によ り 清掃活動を行う
30 道路交通 市民 自治会で話 し合って 、 路上駐車の防止を図る
31 道路交通 市民 自治会又l立通行人で注意 し話し合う
32 環境衛生 市民 自治会単位や通 り 単位で協行定う 等をつくり清掃等の維持管理等の美化活動を
住民自治で近くの文化財のメンテナンスをする よ
歴史環境 市民 うな動きを起こす。自 そのためにも住民の歴史意義を育てる よ う に 治会 ・こども会等で地織づく
33 り の学習会を企顧する






36 道路交通 市民 地厳組織 (自 治発会活、 円を九実施子す供る育成会等) が、 緑化に対する啓 覇防
については、行政が主体とされているが、この場合行政は「遊休地利用のための制度を促
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1 汚水町量札漬 L.止.下水 l自抽告による軸生~.の高下水道改造園生貸付制度の |下水道型車偏
幌飴処車臨Ii 1 置の刷用畢i・ 1. 1利用
公共...
直路 ・貫通


















;既存耐の有効相l風脚|阻畑への刊宜慣の必 I I般会ホール旬開館 |酬の場所の酬 |図書館や公闘の師
盤舗の縄察.箪殴有効路用 1堕也広岨活動円強it..宇 1 1 
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工作費の必要性優実.遊1Ji 1 適法駐車修止の暗動翼箪. 1吏過マナーの街煩摘咽. 署 l培主への駐車場霞置のお・|区画置理・裏人:.，111元.民 1 " ミ 置き渇丙扇動.スタ
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空間の確保.街路樹 ・ベン |によって住民の理解世帯 1主へ呼びかける











空き地を岨嵯の特色世出し |安全，. )'-，l翼嵐. 組.it..
た公園にする.空き地の情 |情婦. 草刈?車体胞の借
り上11. 公岡空地を増や |間企自柏量・":，，:'j( 命、企画






lmや人間一ープ f自m恥 町一[ll と山鳩山…け川向|びかけ山崎いっ |生聞の.l1，iiL防止
の公園の配置 ぽい運動.水辺町イベノ IJ II帰りや州イベントの実










< .人の岨 り箪けができ i動世属聞.公園で司匹敵がな















廃材を利用した案内証の12: 1行政 と住民がー停となった 1理l績の史鵬等の勉強会開 l菅理署へ費観に配慮しても |地蟻般商 コースに散り上げ |電柱の地中化
且ネ グ ト ヲーク計画商 |公共スベー;1.の菅理.自他 |値.広報で景観がすばらし l らう |てもらう l 
定.極問や噌改績の隣町 |書畳臨掴舎で亀力会栓や |い所e紹介.生け垣白血さ
セ ァ ト パクタ.店舗配置. Imと交渉.植績の艶還を lをPR. PT両新聞で取り 上げ




台風量だと思う局所に本や l一人一陣翠仇 ， " :;ントづ<i翼町生る木を備え、 眼慣時 12念値樹を地区の人i軍に l街路両面直化
花を傭える.7 ・ '1，..の峰 l りの講習会実箇 /:，' ;>I-I!! Iに担積債を実圃i. .胞内町 lやってもらう.思有地の踊
{ヒ.生け相Eの促過.7 ・ 0" 1" 花いっぽい軍動 i'.~1臓it.. γ町9咽の級it.. hン|化・曹理については問ち主
甥を位< L園町屋般の凶を lホ運動の婁施.居住署と・ lぶーンゃれーけの聞低肢の |に呼問、ける.倉庫聞の時
共有する.憲庇でのか7・を l車宥の峰il:.山町保全. 踊 111検金設がまの除化を考え |化を企葺に呼びかける.自
4倒'極的に摘毅寸る.宅地内 Ii化tμ4ト内イ. ン叫トの周植低.行政から |る. ミユ 2 ミ臨の刺用 Ir情台会、君入タヲプ、予自侠院
町高木.草花の峰fじ 剛積 l苗F串K町量供.睡I化ヒυ3ン汁，ト-→'の 1 1禽‘ 慢産‘霞噂に岬びかけ










弄画面画的玄 弄戸再 l保存置元署員舎を自柏会 |文化財への掴心を同つよう 書家底に埋もれた長瓦・画 I主化財盤情特(ζ 云$.:/;1.曹
乞公園として保存. 史臨 lに鐙ける.主化財，斤ずはの |円A蝿人舎が中心に唇圏直 ・
笥の保存のための調査ー 針 1:.臥絶峰町情阻曇供.贋 |広報活動世話聾 It..公民館
軒の鰻供 |の安全粛の方怯
画 l示樋所の聾院.主化肘周辺 |に歴史・宙科2→ーを股け
の情揖 |る 、 自附会の館組にa りよ
l 11る
雇高石壬下下子ミ ックと 偽絶 l地区内パトロールの)1;11. 1モラルを高める.広報活動
の空間岨保. Ill問士の壇栂同展世粛の翼薗L 自抽舎に




花壇の殴置 l ゴ ミステーシ.;.--的情婦. I収集日 の憎嘩. ~島化デーの I r ゴ ミ をださない運動J を|粗大ゴミの不法役曹の通語
円A平子供舎による直視ゴ 1 1Itlt:. ゴ ミの同ち冊。 、 ポ | 自抽会中心に活動」自動販 E
ミの回収.クリ ーン活動の |ィ情て繁止. 過剰包袋町見 l究嶋霞置者同町ゴミ 柿位置










| り、 蝿境マフプ作底、 縄吊
IEの情期 11
ti慣喜九た下水遭に積極的 1 1 )11の慢積Ii! J の実直によ l量れ諸し防止の呼びか吋. 1エーの監慢と行政への通報 IIi'舎の撮去遷扇町組続





話. 3. 、伝え . 青島などの
信い量的.自柑金量宮町魅
高齢者 ・ 陣言吾専示詞爾工 l福祉1，7 作氏高齢者を ijil福祉鰐りの翼箪
やすく. 世代交b置がはかれ l心とした地単位能を伝承寸
る在段づくり. 高齢者の事 l る組.づくり.偉曹宥団体
望"を刺 入れた計画づ|市街-， ，居住ト t 認を
ぐ η l ;w・
1 7'ーケードの必書性と伴ワ !商店街に f過 9 吉 l をつ〈







団体で7 刊行"t' -j f 町選置
を図る.手棋遣に屠住a境









可 聖見の連絡陣酬づくり l櫓て犬. 福で扇を面さない
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交野市の統計時報(平成 9 年版)によると、市の人口は、昭和 45 年から昭和 55 年にかけて
平成 7 年度までで最も多く約 13， 508 人もの人口が増加している。 こ うした急激な人口増加と山
麓部の大規模開発のラッシュによる自治体の対策として「交野市民の生活環境を守る条例J (昭
和 48年)が制定された。 当条例制定の目的は、第 l 条にも示されているとおり、自然環境との
調和と良好な生活環境の保護である。 以後、開発行為を規制するための手段として、市の施策は、
大きな 2 つの流れをとることとなった。 l つは、自然環境の調和の手段として防災を中心に自然
環境の保全又晴IJ出を謡った条例を制定し、もう 1 つは、財子な生活環境の保護の手段として開
発指導要綱の制定と遵守を当条例で諮っている。















































もう 1 つは、良好な生活環境の保護の基本施策として、「交野市民の生活環境を守る条例J (昭
和 48 年)で、「市長は、良好な都市環境の形成と秩序ある都市機能の充実を図るため、交野市開
発指導要綱を定めるものとするJ (第 5 条第 l 拐、「開発者は、交野市宅地開発指導要綱を遵守













区保存修景計画策定とされているが、第 10 条の「計画の決定等」第 2 項で、「市長は、計画を決
定した場合は、その旨を協議会に通知するとともに、協議会と協議のうえ、まちづくり協定を締
結するものとするJ とされており、さらに、第 4 項で「市長は、まちづくり協定の内容のうち、
















































9 月 22 日に実施された第 1 回景観整備計画策定委員会では、①景観形成の実現化方策につい
て、②まちづくり ・景観形成のための条例事例についての内容が議論された。 その後、景観まち
づくり条例の具体の検討に入るわけであるが、 全部で約 8 回の議論が行われた。 そのうち 2 回は
条例化部会、 l 回は運用部会での議論となっている。 委員会参加者は、学識経験者、大阪府、市
民代表、市会議員、市代表、事務局、作業機関である。
10 月 14 日に開催された第 1 回条例化部会では、既に条例のたたき台が提示され、「景観・ま






必要と考えられる項目の提示については、 12 月 4 日に開催された運用部会で議論がおこなわれ
た。さらに、 約 2 回の景観整備計画策定委員会の言語命のすえ、翌年 5 月 29 日に景観まちづく り
条例の意義と共有化を図るための最終の景観整備計画策定委員会報告会が開催されたので、あるo
(2)景観整備計画策定委員会の議命の内容
既に「景観まちづくり条例J 制定の要因となった 3 つの条件について述べたが、以降は、これ
らの条件ごとにどのような議制ぎされたのかその内容を追究する白
(i)開発指導要綱等による開発規制
第 2 回の交野市景観整備計画策定委員会では、「景観条例の背景や法的な問題点J について弁
護士の山村氏による報告が行われたそのなかで、開発指導要綱による指導は、行き過ぎだと建









回数| 会指名 | 会議内容 | キーワード
私? 125努計画策定相|組告書の内容、スケジュールの附
第 1回 |条例化部会 (10/ 14) 資料政明ー条例のたたき台提示 l無観・ まちうめ活動の流瓦正支雇箱策について












第2回 |勲観型車備計画策定安員 |景観条例の背景や法的な問題点 |まちづくりを飯導する法律的側面の傾向























































































































地区名 建.物の用途制限 e地面積 外壁等の位置 高き 形.・.匠 垣、 樋の領造
l 墨田山手地区 長屋、共同住宅、寄宿舎.下宿は 160rrl なし 8.5m 屋傾・外壁の色彩、看 道路に面するi重、柵l立、生
k童書官不可 板・広告版 け.tñ・ネットフェンス・鉄!Il
さ2等地m0と区.を6し)m除、、プく門}ロ築、ッ戸造ヲ1の塀不袖等可では{住長(粛宅さ




-第 纏Jの低以層外住は居建専築用不組可1草(長に屋建、築 120rrl、 150rrl 、 210rrl e地境界線品も0.5m 8.5m 、 15m 屋線・外壁の色彩、看 道路に面する題、抑制立、生できるも以 板・広告版 け垣・ネット7~ ンス ・鉄陥
共同住宅、寄宿舎.下宿は鰻築不 等とし、プロッ世塀等は(高
可すの.前、る}務術各も所の院号で民健店床間祭繍面属可舗すそがる矧もt他sのoこd鐘れ以鍵ら内可ニの供也 さ2m0.を6m除、く問)!、門の袖で長さ)築造不可(住宅地区)









6 星回西地区 {住宅地区) (ー舗の住宅地区) {住宅地区) (住宅地区} 屋披・外壁の色彩、清 道路に面するt重、拘置は、生-共同住宅、寄宿舎、長屋は趨築 戸戸18建建orrlてて(長長長屋屋屋2326440001rdydf、)、3 2 -般地路境境界界線線晶ま、でら 1m以上 -且5m ~・広告版 け垣・ネットフェンス・鉄梱不可 -道1.5m以 'IOmか住っ民軒施高般日地Sm 等とし、ブロック場等は(高
-第一種も施の低債以層で外喫住は茶居建店専築の用不用地可透域をに兼建ね築 上 (商業、 さ0.6m、門、 P'Iの袖で~さできる {商業、住民自匝般地区) 区) 2mを除く}築逃不可(住宅







7 1星田山手第一地区 燈長屋築、不共可同住宅、寄宿舎、下宿は 150rrl なし 8.5m 屋銀・外壁の色彩、看 道路に面する極‘拘置は、生~.広告版 け垣・ネット7~，ンス・鉄掴
さ2等m0とを6しm除、、プく門)ロ築、ッ戸造ク!の場不袖等可では{住長(高宅さ
地区)
E 妙見坂地区 -共同住宅 、 寄宿専舎修、学下彼宿‘、各大種学学、 120nf -敷地境界線から0.5m 'IOm(低層) 屋銀・外壁の色彩、看 道路に面する』重.婦は‘生高等専門学綬、 -階数が3を題える建築物 '15m(1王沖、) 板・広告版 け垣・ネットフェンス ・鉄畑
佼公然浴場、事務所、店舗、その と専用住宅以外の建築物 等とし.プロック塀等1;1:(南町
鐘他:床s危こa筆強d面れ食物物相金ら鍾趨にの切市策酎え合持る不計軍も可捕か叉の崎隠盗帥処町d簸理aヒ不師組に可え供る"す自がる の界線I 階か部ら分卜は附面道路凌 さO.6m、 P~. 1"1の袖で長さ5m 2mを除<)築造不可 {住宅地区)
動車車庫建築不可
9「内態船駅制区 宿畿に動号3法法同第得戸ま車問制大各で建車ず委禍後学種にる庫て第第時極学掲も以盛高の届般二二げ策上喝計困{{る血の6ほ不公専0州4層a2畳》可sの門象項項専不屋学絡市第第用建可後調22地・築寄34担aー，騒宿不か専えaZ長舎可こら修るH不組3鱗学自号可経下7 1202240(0長d屋)』1150 -敷階地数境界線から0.5m '13m(住宅地区} 屋銀 ・外壁の色彩、看 道路に面・ネすッるトフかェきン、スさくは‘(既成市街地) rrl 、 が3を紐える建策物 '16m 仮・広告版 生け担ヰッ 鉄界のと専l織階用か部住ら分宅1 は包以囲前外面の道建路割高境物 情等とし、プロックへ場等は長(高ささ20m6をm除、く門}、鍍門途の不袖可で
(住宅地区)
市ι町富船;雇;jk地区 できるもの建築可も号法師寄のま制宿で組表表に篠下第現縄不町二二首げ可{fる公にl む雲像》市の項裕E第車栂線2持皐6不号策n団可叫不r:，~げ可匹sる IIOnf -敷地市境計界画3以か道上ら路0私.5郎m以東上線 なし 屋彼・外壁の色彩‘ 看 道路に面するかき、さくは、-都 仮・広告版 生け垣・ネヅトフェンス・鍛から1.5m以 情等とL...プロック場等l立
-耳車用住宅以外は附面道 (高さ0.6mご除、く門)費‘量門出の不袖百で鰯境界線から1.5m 長さ2mを i宣可






























F4 全一て 、 ま~l






















った。実際、 交野市における地区整備計画の内容を見る限り、 11 地区のうち 10 地区で高さの
制限があったが、既成市街地である河内磐船駅北地区のみ高さの制限がおとなわれていなかっ















制定 し、 都市景観の指導や市民意識の啓発をおこなってきた。 こうした状況のなか、環境保
全、開発指導、都市景観、まちづくり支援などの内容を整理し、その開発指導の部分とまちづ
くり支援の部分を受け持つかたちで、まちづくり推進条例が制定されたのである。
2 つめは、 都市計画行政推進上の街i主である。平成 6 から平成 8 年にかけて作業をおこなっ

































































































位置 外壁後退距離 • 
建築物の階数は地上2階以下 。
























る。 敷地面積は、最低限度が 200 rrfとなっている。建築防の高さは、前面道路面からlOm とし
ている。 形態・意匠の制限については、決められていない。また、 柵・塀の構造についても、
高さは1. 6m 以下と決められているが材料については決められていなし 10
これを従来の建築協定の内容と比較してみると、建築協定にあって地区計画に盛り込まれて
いない内容がある。 それは、「字盤面の変更J í建築物の階数J í軒の高さJ í建蔽率J í道路境
界側の緑化J í無線用のアンテナの高さ J í建築物付属設備の設置J í石積み、擁壁などの天端
位置から外周境界方向への工作物等j である。 また、逆に地区整備計画で新たに設けられた項





































「まちづくりの推進に関する施策J 1建設行為の適正化J 1まちづくり検討地区J 1市民の自主的



































であることがわかった。 また、昭和 61 年ごろから文化を基調とした「交野らしさ J 創出のた
































































(1)田中晃代、噺倒頼、久隆浩 rまちづくり関車条例の展開とその意嘉む、時都市計画学会都市計画論文集、No. 29, P問5へる90
ω 想問 r平成 9年度交野市景観整備計画凍定事業報告書J 、平成 10 年 3 月、 pJñ3~l02
ω 仲正、中山泰 r四郎昔、 行政指導及び届け出。滞媛、 4 何賄味(1)行政指導の基本願1博、 (2)行政指導の明確願IJ J 、 『知っ
ておきたし行政手紛去<改訂取>~、大蔵省司局|踊、即.28---30
































地域づくり 開亮一 環境 一景観T在宅・在環境 計ZE-9長苓例事建築面止 l道路 ・交通文化振興 計
~53~9年S44 0.00 I 0.00 I 6.ι950 -120:.言0。0 卜ー 25.00 0.00 I 40.00 I 0.00 I 0.00 I 0.00 I 8.08 。∞ 6.96 
S40 0.00 I 0.00 I 3.45 I 0.00 I 0.00 8.33 I 0.00 I 0.00 I 0.00 I 20.00 I 3.03 6.25 3.48 
S45~S4g 0.00 38.46 20.69 
10.00 1 
12.50 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 13.13 12.50 13.04 
S50~S54i 16.67 15.38 6.90 12.50 0.00 40.00 0.00 16.67 40.00 12.12 O.∞ 10.43 
S55~S5gi 0.00 0.00 17.24 10.00 25.00 33.33 20.00 40.00 33.33 0.00 17.17 12.50 16.52 
S60~S64壬 0.50 0.00 34.48 10.00 0.00 16.67 。。。 0.00 33.33 40.00 20.20 25 ∞ 20.87 
H2年~ 33.33 38.46 10.34 40.00 25.00 41.67 0.00 60.00 16.67 0.00 25.25 43.75 27.83 

























は、昭和 40 年以前にも制定されている。昭和 55 年以降は⑥地域づくり⑦まちづくり③福松⑤道路・
77 
表 4-2 兵庫県下における条例の動向






研究のテーマにもなってしも「まちづくり条例」は、「地域づくりに関する条例J 同様昭和 55 年頃から
急激に増加してきでいる。 更に重要なととは、ごく最近の傾向として「景観条例J及び「まちづくり条
例J が地域づくりや住宅・住環境、文化振興等の内容も盛り込んで複合化してきでしもとし 1うことであ






















昭和48年 I I 










59年 l ・ 3 I 尼崎市住環境整備条例
60年| 企4 1都市景観の形成等に関する条例(県)
|全県全土公園化の推進に関する条例(県)











































条例の種類(単一条例) ・ :開発、 Â : 景観、 ・ ;住宅・住環境、 0: まちづくり、ム:建築、口:福J












年々増加する傾向にある(図4-1) 。 採取した条例は、規制型が約 44%でもっとも多く、次に規制と誘
導と援助の3要素が含まれてしも型が約 20010、規制と誘導の2要素が含まれている型が約 16%とな






① 助成金 、 資金.補助金 . の補助平 A 金町立など
② 揚座 . 制愉会 ø習など
③ 表影など
⑥・ 組闘的 、 筏術的lJ助{専門家 の 派遣 )な ど
⑤ 寄 M< 日サイ ク ル品)など
⑥ 苦情処理




























神戸市では、昭和 53 年の都市景観条例に引き続き、 昭和 56 年に地区計画及びまちづくり条例が















































| ・ 有口無 |










































































地区指定されているなかで、住民の参画が記載されているものは、約 3 8%となっている(表 4-3) 。
住民の参画は個人レベルで、参画するのものから紘織レベノレで、参画するものまで、あり、個人レベノレの
図 4-4 景観に関する条例の地区指定の内容(例示)
地 区内に お ける 焼 制 ・鴎場基準 組岨
腕置の
粂例 11 Iﾎ <l④~⑥ C'1' Iﾄ' 有軍
①草樽町景観条例 . 1. • • 
②小帽 の歴史 と 自俗 世生かした . 1. • まらづくり 量岨象倒
③中 和村景観条例 • • . 1. 
@ 尼崎市都 市 美 形成 条例 • 1. • • 
⑤ 神 戸市 鶴 市 景観条例 . 1. • • • 
⑥岡 山 県景観条例 • • • • . 1. 
⑦圃・鳳" .→ ・唖量眼形瞳象倒 • .1.1. 
⑧ふ膏 るさ と 値賀 町風景宮守り
• • • • -・てる条例
③東京都屋外広告物条例 -・⑩量.川畔伝統的瞳遺骨保存
地区費量保 全条倒 • 1. 
⑪宮 崎県沿道修景美化条例 ・ • .1. 
一⑫京都市風量地区条例 • 1. • . 1. 




















• • • 
②働川市生涯学習まちづくり
• • 土地条例
@協神定戸等市に地関区す計画る条及例び街づく り • • • 
④豊中まちづ く り条例 • • • 
⑤真鶴町まちづくり条例 • • • 
⑥小松島市まちづくり条例
• • ⑦ 車E住町まちづくり条例 • 




























① 岡 山 県県 土保全条例 1. | ・ 1. 
②山製県 ゴノレフ 揖噂造成事業の ー
適正化に 関する条 例 • • • • 
③ 恩納村環境保全 条 例
• • • 
@ 制手宅地開 発 事業 の 適 正{ヒ
• • • に 関 る 粂例
⑤ K 市都 市 環境 の 鐙備 にかんす ξ
• • 会例(~】
⑤ 海浜 を自 由 に 使用 するため
• • • の 条例 ( 沖縄県 )
⑦玉城村村土保全条例 • • 
③座間味村村土保全条例
• • • 
⑨山製県 宅地開発事簸 の 轟準 に
• • 関す る条例
⑪西吉野村緑のふ る里を
• .1.• 守る 条例
①ー 建築物・ 工 作物 の新築及び滑改築 、 徹 去など
② :植殺 の伐採及び改備 など















(2) 中村昌広(19邸) : r東京都区部における行政発意による改善型まちづくりの計画形成過程一計画案の変遷と住民彦加一J , PP. 313~318， 
第 21 回日本都市計画学会学柿研質論文菜、
(3)若桝牧(1的1) : r既成市街地におけるまちづくりの実践一上尾市中町愛宕地区のまちづくり一J ，即.叩7"-'912，都市計画論文集
間.2&-B
(4) 廼穣安弘(旧93): r住民主体の計画づくりにおけるコラポ同ヨンの考察づ潤T団地の環境整備事業にっし、て一J , pp. 5 5吋0，都市計
画論文集問.28
(5) 小泉秀樹ほか(1991 ) : r規舟嚇抑を伴う地区計時随直用地区の事後矧面J ，~ュ 643吋48，都市計画論文業関'.2&-B
(6) 五十嵐政喜ほか(1目3) : IJ:都市計献1躍の構図を超えてL即175~177，岩波新書
(7)条例の条文を抽出した文献及時臨は、以下のとおりである。 r市町平桁政事務制嘆戚悌6巻) J ，ぎょうせい、 (19邸) rグュリ
スト即0 号詑念特集条例百選J ，有斐閣、 (l四2) rグュリスト増刊断百~も，有斐閣、 (1四3) rγ ュリスト増引l新条伊旗監.J ，有墾臨まち
づくりに関車する条例の事例は以下の文撒で補った。 井上繁著 (1991) rまちづくり条伊トその機Eと役割-J ，ぎょうせい、成田
頼明著(1田2) r都市づくり条例の諸問題J ，第一法規、対占義人 (1捌) rまちづくりの思想、・土木社会から市問主会へj ，有斐閣
噴料編




















































































































5.2 および 5.3 における研究の方法については、 1995 年度 11 月に、大阪府、滋賀県、
兵庫県のなかで、景観条例やまちづくり関連条例を持つ 29 の自治体に対して、条例にお










研先進地 鴎B会E 情 イ公 耳 情緑 ホゼ究会 報It ベン 開置す奪門 帰化 路キ ミ空 や車強全や勉 のやのト 脆 に や* 慢園田 ンシ 発行 やキ 会 よる 曹いり 地 へ
ポ ャワ !I eコ σ3
'" ン| 世 倫墜 嘗加ベク え
世邑 |シ 相ノヨ D 
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兵粂庫県鉄観の形成等に関する 出石織下町地区 。 。 。 。 。
:!:例(560) 館野地区 。 。
壁室画津奇重地皇区.!i!!区 。 。 。 。観 。 。 。 。 。 。芝:区立陣ド「す竺稽竺る一条首旦一1例都壁一6市1一26ヨ言豪3)望班帯苦奇手夜形主一寂豆一寄笠一竺E一竺B一E ー |坂感地区 。 。 。 。|寺町地区 010 。 。 。 。
4 51 4 4 
l.~ 0.1 0.81 0.1 0.710.3 0.2 0.2 
ふ条る例さ(Sと5滋9) 賀の風景を守り育てる韓量 010 。 。 。 。。 。 。
景観t定a 
。 。 。
。 ﾎ' υ 。 。。
。 。。 。
道地区 '- 
地 戸地区 。 。 。
区 地区 。 「可 。区 。 。
合計 31 5 11 1 21 2 1 4 61 51 1 
合計比 0.310.6 0.1 0.1 0.210.2 0.1 0.4 0.710.610.1 
神協戸定等市地に関区す計る画条及例び6ま5ち6)づくり 真野地区 。 。 。 。 。護; 。 o 10 。 。 。ま 。 。 o 10 。 。。 010 n のちづ o 10 o 1(0 
C' IG 。
< 北浜霊山壁地生区区 。 n 
bi品量 o 10 「可 。 し}尻池地区 。 。 υ 。
地 互蘭新深苛在江市京家地夜商地区夜高区恵官医 。 。 。 。区夏草豆Eづくり条例。14) 。 。 。 。 。 。。。 。 。 。 。 。
。 。 。 。 。 。
合計 14 1 1日 91 14 61 T 21 1 
合計比 目0 1> .1 .611.0 40.5 10.7 
注 1 ) 神戸市の嵐官. 神戸市の『住民嘗加のまちづくりまちづくり脇島会 1 2地区白取り組みJを曾照した
注幻Oは実随された活動.企は今後実値する干定の活動を意味する
遂で側 |面(h積a) 景観・まちづくり団体の名称コ 事調住まュミ 葺計 民ち置 づ
ニ 画 に 事 向〈
テ 策 封業調 り
イ 定 すに 査構
値書 る つ l! 
館 員会 E伊い の，舗E へ して 策凶の 定
のの 住 と
ヨ 嘗 民 .f 
ミ加 へ 見


















8 1. 6 畳澗自治区
259.2 伊昏生淘町自拾区
u 8 . 51~t国街道町賓の全






0 2398.{ { 
.野地区まちづ〈恒雑進会
。 。 。 丸山を住みたくなるまちlーする会
。 。 0 29l{ I 御菅崎区各種団体連絡協車会
010 0 1 2 量再開地周辺旭区まちづくり協担金
。 。 ﾎ' I 10 美しい街岡本脇語会
。 0 1 24.( 西出 ・東出 . :J:川崎地区まちづ〈り也組会
。 010 191.3 西旧制御心まちづくり総鎗会
。 。 98 (北須磨まちづくり権準会
。 。 0 1 68.C 浜山地区まちづくり脇鎗会
010 25 尻地北部まちづ〈り協織会
。 。 。 21. 新在窓地区まちづくり昏員会
。 。 。 111 深江地区まちづ〈り協自画会
。 。 。 0 1 12. 畳中駅前まちづくり脇陣会
。 t当 6 おかまちまちづ〈り協組会
1 7 101 11 9 
10.1 ?.5 p.1 81>.6 
丘3) -I~. 7ンゲート調査費が末配入のもの
注引 く 加入形態〉 は .1 地区内全停の自動的加入 . 2 :各祖国体の代表制、 3 個人目自主的加入、 〈楠成員〉は .1 地区内の居住者ー縄利者.2:地区内に閥系しな悼




3 1 2 
2 1 1 
11 1 
2 1 1 
3 
2 1 1 
2 1 2 
J 1 1 
J 1 1 
2 1 1 
J 1 1 
2 1 2 
2 1 2 
2 1 2 
2 1 2 
2 ' 2 
2 1 2 
2 1 2 
2 1 2 
2 1 2 
2 1 2 
2 12 
2 12 
3 1 2 







いる課の担当者に郵送配布し、回答後返送いただいた。 その結果、表 5-1 に示寸通り「兵
庫県景観の形成等に関する条例 J í赤穂市都市景観1の形成等に関する条例 J'i尼崎-都市
美形成条例Jで指定された 6 地区、 「ふるさと滋賀の風景を守り育てる条例」で認定された
88 
9 地区、「豊中市まちづくり条例 」で認定された 2 地区でアンケート回収ができた。また、「神
戸市地区計画及びまちづくり協定等に関する条例 j で認定された 12 地区については、ア
ンケートと同様の内容を文献およびヒアリングによって調査をおこなったω。 なお、調査期
間は 1995 年 11 月から 1996 年の 1 月にかけてである。 また、アンケートに引き続き、詳細























景観形成地区では、住民組織の結成のある地区が 6 地区、ない地区が 10 地区である。




地区指定及び認定の目的 良 歴的史な 然環境自 集街密地市 道 地 ま 住住環境好な 路 域 新更ち 組織民σコ墳空通環の 性活化町並 の σ〉 の保全 備整の メ 有無 環境形成の流れの 保全み カ維持 改善 ズ地区の種別 ム
景観形成地区 • • • 有 条例制定→住民組織の結成→地区指定・認定→事業実施
• • • 有 条例制定→住民組織の結成→地区指定・認定→事業実施
• • • 有 条例制定→住民組織の結成→地区指定・認定→事業実施
• • • 有 条例制定→住民組織の結成→地区指定・認定→事;業実施
• • 有 住条例民組制織定→の結地成区指→定→事業実施→住民組織の結成
• • 有 条例制定→地区指定・認定→事業実施
• 
盛正 事業実施→条例制定→地区指定→事業実施
• • 無 条例制定→地区指定
• • 無 条例制定→地区指定
• • 無 条事例業制定→地区指定
• 無 実施→条例制定→地区指定→事業実施
• 無 事業実施→条例制定→地区指定→事業実施
• • • 無 条例制定→地区指定
• • • 無 条例制定→地区指定
• • • • • 無 事業実施→条例制定→地区指定→事業実施
• 無 事業実施→条例制定→地区指定→事業実施
近隣景観形成協定認定 • 有 住民組織の結成→条例制定→地区指定 ・ 認定→事業実施
• • • 有 条例制定→住民組織の結成→事業実施→地区認定
• • 有 条例制定→住民組織の結成→地区指定・認定→事業実施
• • • 有 条例制定→住民組織の結成→地区指定・認定→事業実施
• • 有 条例制定→住民組織の結成→地区指定・認定→事業実施
• • 有 住民組織の結成→条例制定→事業実施→地区認定
• • 有 事業実施→住民組織の結成→条例制定→地区指定・認定
• • • 有
• • 有 条例制定→住民組織の結成→地区指定・認定→事業実施
• • • 有 住民組織の結成→条例制定→地区指定・認定→事業実施







まちづくり協議地区 • • • • 有 住住民民組組織織のの結成→事業実施→条例制定→地区認定
• • • • • 有 結成→条例制定→地区指定・認定→事業実施
• • • • 有 住民組織の結成→条例制定→地区指定・認定→事業実施
• • • 有 住条例民組制織定→の住結成民組→織条例の結成→地区指定・認定→事業実施
• • 有 制定→地区指定 ・ 認定→事業実施
• • • 有 条例制定→住民組織の結成→地区指定・認定→事業実施
• • • • 有 条例制定→住民組織の結成→地区指定 ・ 認定→事業実施
• • • • 有 条例制定→住民組織の結成→地区指定・認定→事業実施
• 有 条例制定→住民組織の結成→地区指定・認定→事業実施
• • • • 有 条例制定→住民組織の結成→地区指定・認定→事業実施
• • • • 有 条例制定→住民組織の結成→地区指定・認定→事業期包
• • • • • • 有 条例制定→住民組織の結成→地区指定・認定→事業実施
• • • • 有 住住民民組組織織の結成→条例制定→地区指定・認定→事業実施























城崎温泉地区である。 昭和 57 年に地区の木造3階建ての旅館を守るために地区のそば
屋、花屋、みやげもの屋等の商店主 10 名がコアメンバーとなって、総勢 60 名で「城崎温
泉地区町並みを守る会」が発足した。しかし、平成 2 年には、町並みを守るだけでなく、形
成していくことの重要性を認識したメンバーは、「城崎温泉地区町並みの会J に名称を変














































まちづくり協議地区 神戸市真野地区 「自治連合会J による公害工場の跡地整備


































機となるものが l 地区ある。この地区は、愛知川町豊満地区である。 行政の町道及び参
道の整備事業に感化されて、住民組織を結成している。
(i i)まちづくり協議地区



































































































。 。 。 。
。 010 
。 。 。 。
。 。 。
61 5 31 2 
1.010.8 0.5 0.3 0.21 
事業や制度推進への参加>の順に多く見出せた(表 5-5) 口く学習活動>では「研究会
や勉強会 J í講演会やシンポジウムJ が多く、<広報活動>では、「情報誌の発行 J íイベント
やキャンベーン・展示会 J が多くなっている。く事業や制度推進への参加>は、「事業計
画策定委員会への参加 J í事業者に対する申し出 J í制度や事業についての住民への説
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伊郎神戸地区 。 。 。 。
集福寺地区 。 。 。 。
東寺勉区 。





















勉強会 J í先進地の視察 J í講演会やシ
ンポジウム j が多く、く広報活動>は、
「イベントやキャンペーン・展示会 J í情報
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表 5-8 景観 ・ まちづくり団体への支援制度
支援制度
条例名 活動に対する資金助成 活動に対する技術的支援
景 兵庫県景観の形成等に関する条例 なし。 景観合形、技成術等的住支民援協が定行をわ締れ結るした
観 場
形 が、協定を締結した地区はまだない。
成 赤穂市都市景観の形成等に関する条 なし。 但し、 f赤徳市補助金等交 なし。
地 伊l 付要綱Jからく学習活動><広
区 報活動〉補助。
尼崎市都市美形成条例 年間挙20万円を〉限〈度広lこ5年活路以内に 都市デザインの指導等cく習活動 報活〉助
成て、す3る年。間但のし期、寺町地区に限っ|λ て 間延長をとってい






ま 神戸市地区計画及びまちづくり協定 1 l'X 1立、 3年間で100万円巴 2 1')，: まちづくり専門委員の設置。 1 99
づち 等に関する条例 勘Eさは宣れ雄〉7る途年〈(広震へ間線災での3活参前0 万円が〈学習活 年以降は、「こうべまちづくりセン動><..や制 タザーーJやにコよンるサまルちタづンくりアドバイ加活動〉に助成 ト派遣。 アー
く (前) 。 パンデサ'イン室による協定区域
の開発関墜
協議 豊中まちづくり条例 研究会については、 2年間を綴 まちづくり支綬チームの派遣、ま度として、活動費の3/4以内年間 ちづくりアドバイザーの派遣、そ
地 30万円迄とする。 研究会が発展 してまちづくりコンサルタントの派








滋賀県条例では、 l 協定地区の協定団体に対して約 ]0 万円(最高限度額)の推進費
補助が定められている(表 5-8) 。 補助対象は、「学習会、講演会、運営会議の開催」や
「刊行物、資料等の発行 J r意識調査、先進地調査の実施 J 等意識啓発活動である。 ま
た、修景対策費補助は、 1 協定地区の協定団体に対して総事業費の 1/3 以内の額で最




神戸市では、条例制定前の昭和 52 年に制定された「神戸市街づくり要綱」に基づき 、
まちづくり協議会に対して、認定からまちづくり提案迄の一次 (3 年間)に 100 万円とまち
づくり提案の実現化の二次 (7 年間)に 30 万円が助成されることになっている。助成対象
は、「地区整備の基本構想、事業計画の作成 J r広報誌、パンフレツト等の作成と頒布 j
「講演会、研修会等の開催に伴う費用 J r事務連絡等の通信費 J rその他の費用」等であ
るD また、震災後は、神戸市の都市整備公社「まちづくりセンターj 内に「すまい ・ まちづくり
人材センターJ を設置し、一次二次ともにアド、パイザ一派遣やコンサルタント派遣をし、「ま
ちづくり制度に関する講演会」や「建築物の共同化 ・協調化に対するアドバイスJ 等の支援
を定めている(表 5 ・ 8) 。
豊中市では、まちづくり協議会に対して、認定前の研究会の段階(まちづくりの初動期)
から 2 年以内に限って 30 万円、あるいは協議会認定からまちづくり構想策定迄は、 3 年
以内に限って ]50 万円が助成されることになっている。 まちづくり構想策定後は、「豊中市
まちづくり構想実現化活動助成要綱 J ~こよって年間 5 0 万円の助成が定められている。 助
成対象は、「アンケート調査や報告書作成 J ["会議運営費や講師謝礼J r視察費 J r資料
代 J ["広報費 J 等を基本に定めている。また、まちづくり構想提案までは、「議論の進め方の
支援J をするアド、バイザーや「まちづくり構想作成や手法 ・制度の調査研究の支援 J をする
コンサノレタントの派遣のほかに 、 「活動の進め方j や 「まちづくりの課題J を助言する「まちづ










並み環境整備事業を実施し、総事業費 400 万円のなかから約 200 万円を平成 7 年「但
馬の祭典」の一環で、おこなった町家勉強会費に当てた(表 5-9) 。この勉強会は、先に完
成した「町家デザインマニュアルJ の誘導規準を尊重しながら、任意の景観形成市民団体





























定に入ったD 平成 5 年には、「市商業観光推進事業補助金」を利用して、各個店整備を
行う計画をたてた口 平成 6 年には、「街並み環境整備事業」の導入が決まり、アイジーオ
一通りまちづくり委員会で協定を締結した。こうして設立された景観協定団体「アイジーオ
一通り住みよい美しい町づくり J は、停滞化した商店街活性化のため毎月 l 回の勉強会を
実施し、商店街の一角に展示スペースを設けそのスペースをどのように利用するかについ
て話し合ったり、また、まちの美化・緑化について議論を重ねていった。 この時の所管は、
総務課である。 さらに、平成 7 年には、市の都市計画課によって街並み環境整備事業が









































の 条例名 地区名 事集制度名 .司匹.貨における補助金の割合
櫨煩




街宣主み環!J!fG園事象 (H5- ) 頁共国車空1/京2間、 町 1 /2Itl!野地区 民間・公共空間修食事象 都市鐙備協会 1 /4(民間空間 )1 / 3(公
景 街並み環4貴重備事象(H6-) 国 112 ‘町 112
観 減崎温泉地区 民間・公共空間修... 兵共庫空県間都)市堕鋼也会 1/4(民間空間 )1 /3(公
形 HOPE計画 (H6~H9)
街並みlI!J!"崎司匹象 (H7 ) 支国共車空1 /京2間、 町 1 /2室津地区 民間・公共空間修最事象 晶 間宮 1/4(民間空間) 1 /3(公区 | 中山間活性化対策事象 国兵共庫空1/3間県、都]県市1 /墜A備町協1 /会3 1 /4(!i':関空間) 1 /3 (公赤~関市す都る市条景例観の形成 反主主地区 民間・公共空間修軍事象等に HOPE計画 (H4~H5)
街並み環境重備事象 (H6-) 国 1 /2、町 1 /2
尼崎市都市美形成条例 寺町地区 民間・公共空間修... 兵共庫空県間都)市艶側協会 1/4(民間空間) 1 /3(公
寺町地核散策道型産備事業
ふるさと滋賀例の風景を守 雨森地区 集落オアシス景観形成事象 (H4) 町3/4
り育てる条 近隣.観貴重成也定等修景対策司'. ( H4 権準費町ll地区につき 10万円、修景対策費鳳
獲~H院し5い債)，銀u形Eづ成〈箇り活動事象(56 1) 1 /3、 /3市ヶ原地区 県町3/4
今川町民主区 近 定等修震対鍍司E象 権準費市ll地/3区につ曹 10万円.修.対策費県
1/3. 
豊満地区 町道整備事業
景 近隣景観形成也定等修景対策事象 権進費 I地区につ曹 10万円、修景対策提県
観協 1/孔町 1 /3伊香生津町地区 近隙景観需要成悔定等修.対.事案 1ft進費市ll地/3区につき 10万円、修景対策費県
定 ( H2,3 ,4 ,7) 1/3. 
地 北国街道地区 近鴎貴観形成也定司事修賓対策事. 推1 /進3 、費市ll地/3区につき 10万円、修景対策費県
区
伊郷神戸地区 街並み環境重備事察(H7-HI2) 市業がに行う事業に対して国 1/2 、 住民が行う事
対して市 1 /2
ーE隊最短形成也定等修量対策事象(Hl0 維進費市ll地/3区につき 10万円、修景対策費県
1 / 3 、




1神ちづ戸く市り地協区定計寄与画に及関びすまる 真野地区 緑化推進モデル事業 (S51)まちづくり協定 (S57)
条例 地区計画 (S5 1 )
住日E境整備モデノレ事業 (S51)
コミュニァィ住環境整備事業(H3~)
ま 丸山地区 コミュニアイ ・モデル事業(S41)
ち 御菅地区 まちづくEり事協葉定百例Ei)7 づ l新開地地区 モル{























5.4.1 r地 区ビジョンJ から 「地区計画J策定への動きと支援課題
第 2 章では 、 那覇市の事例から、 「地区ヒcジョン」を策定することによって、 市民の役割
の明確化が可能となることがわかった。 さらに 、 つくる環境については、市民は、計画参加
やデザイン提案、組識化や仕組みづくり等積極的に行政のおこなう環境整備に協力する












発足させた。 市の窓口は計画建築部都市計画課である。昭和 63 年には「江の島まちづく
り憲章」、平成元年には憲章の基本精神にのっとった「江の島地区島ぐるみ野外博物館
構想J を策定している。 また、構想、を実現する手段として、昭和 63 年には「地区計画」の決
定及び平成元年には「藤沢市都市景観条例 」 が制定され、平成 2 年には、江の島地区も
条例に基づく「特別景観形成地区J に指定されることとなる。





























































./ ', ( 
まちづくり憲章及び
図 5-3 r地区ビジョン」から「地区計画Jr地区の計画」への展開(江の島地区 )
観形成に寄与する場合、建築主が助成を受けることができるとされている(江の島特別景
観形成地区の都市景観の形成に関する助成金の交付に関する要綱、平成 3 年施行平










策定し 、 それらの動きを 「特別景観形成地区」を指定することによって、条例上あとから、支































域、特別景観形成区域の 3 区域(江の島一丁目及び二丁目地内約 28.3ha) が重なって
おり、区域に関係した住民組織のメンバーが皆同じで、比較的市との意思疎通が図りや
すく役割分担が明確で、あった、さらに、③市の窓口である建築部都市計画課内にまちづく
りに意欲的な担当職員がいて、 7'"'"'8 年かけて江の島のまちづく りを支援してきた結果、地




次 lこ 、 「地区ビ、ジョン」から「地区の計画J策定への支援展開について、 先に述べた豊中
市豊中駅前地区の「支援の活動としくみ」から検討する。 豊中市で、は産業振興ビジョン策
定時から、様々な支援が行われていたことについては前章でも述べた。 産業振興ビジョン




よる①技術的支援、 ②フォーラム、③共同研究、 ⑤情報提供、 ⑥調査研究等が行われて










自己資金 之3三』 費 ￥2 ，435 ，724 ￥2，423 ，700 ￥2，472 ，400 
負担 金 ￥O ￥0 ￥0 
収益金 ￥225 ，492 ￥2.996.646 ￥465 ， 001 
寄附金 ￥50，000 ￥ 10 ，000 ￥32，000 
小計 ￥2， 711 ，216 ￥5 ，430，346 ￥2.969.401 
助成金 補助金府県 ￥O ￥0 ￥0 
市町 ￥ 1.500.000 ￥1.500.000 ￥500 ，000 
{也 ￥0 ￥0 ￥0 
計 ￥1.5 00.000 ￥ 1 . 500.000 ￥500.000 
総額 ￥4，211 ，216 ￥6，930，346 む，469，401
て一元化されていることになる。 条例制定以前から支援の蓄積が条例に位置付けられた
のが、技術的支援である。 また、条例制定後新たに設けられた支援制度は、財政的支援
である。 これらのことから、条例制定による利点の I つは、まちづくり構想策定にともなう助
成金のための予算確保にあると考えられる口 助成対象は、①まちづくり構想作成のための
費用 、 ②講演会、 研究会の開催にともなう諸費用、③広報誌、パンフレット等の作成や配
布にともなう費用、 ④事務費、 ⑤その他国体の本来的な活動にかかる費用、等である。 助
成内容は、 まちづく り活動にかかわる費用の合計額の 3/4 以内、まちづくり協議会は、年
150 万円を限度に 3 年以内、まちづくり研究会は、年 30 万円を限度に 2 年以内とされて
いる。 構想策定については、計 500 万円ほどの活動助成が必要であるといえる。 豊中駅
前まちづくり協議会の経年変化をみると、自己資金率は、平成5年度から平成7年度にか
けて 64%から 78% 、 86%と増加している(表 5 ・ 11 、 5 ・ 12) 。
108 
表 5- 11 活動資金調査対象地区
地区の種豊富 条例名 1:1 市民団体名 | 地区名 lzzma形
貴観形成地区 兵庫県景観の形成等による条例 (1) I 560 出石域下町を活かす会 |出石織下町地区 S62 鍋人
|酬町並み保存後進協議会 |徳野地区 H2 I 各胴体
城崎温泉町並みの会 減崎温泉地区 H4 I 個人
室津を活かす会 |室津地区 I H6 I 各僧団体
|尼崎市都市美形成条例 (2) I S60 : ~ l く寺町ぞ竺全 |寺町地区 I HII 全戸i赤穂市都市景観の形成等に関する条例mt~~; 函館のまち並みを創る会 i販制区 T 刷 | 全戸
l鐙中まいり条例付) I H4 豊中駅前地区まい り閥会 豊中駅前地区 1 出 | 個人
| 岡町 ・ 桜塚地区ま ちづく り協滋会 1 I岡町・縦縁地区 H6 個人
まちづくり也路地区
材'JU入形証正吾Fーとは.盃戸: 地区内全世1l~の自 動的加入、 個人: 個人の自主的加入.各種団体 ・ 各極団体 (町内会・ 自治会/婦人会/青年会/老人会/各積企業/
社会福祉協織会/PTA/区画監思!組合・ 再開発組合/筒店組合/その他の代表者によって偶成)を示す。
表 5-12 収入総額と自己資金率
ヰl支 取越 |出右砥下町 現時温泉 | 豊中臥前 寺町 同町・騒琢 至淳 胃E雪?
総額 ￥7409，.23255 0 ￥ ] ， 125 ，948 ￥43 3 ，2] 9 ￥4，21 1 ，216 一 一H5年 自己資金率 0.956 1.000 0.644 一
自己責盃 ￥168 ， 3 5 0 ￥ 1 ，075 ， 948 ￥433 ，219 ￥2，7] 1,216 
総 額 ￥9 10 ，000 ￥9 81 ， 708 ￥408 ，249 ￥6， 93 0， 346 ￥5 70，000 ￥2 ， 699，71 3 ￥ 150，000 ￥3 80， 100 
H6年 自己資金率 0.280 0.898 1.000 0.784 0.649 0.444 0.000 1.000 
自己資金 ￥255 ，000 ￥881 ，708 ￥408，249 ￥5 ，430，3 46 ￥3 70，000 ￥ 1 ， 199，713 ￥O ￥380， 1 00 
総 額 ￥ 1 ，265 ， 924 ￥865 ，602 I ￥348，660 ￥3 ，469，401 事5 74，445 ￥2，690 ，638 
H7年民1翠 0.856 0.652 0.443 rrn3，宛互 ,6-021 ￥348 ，660 ￥2，969，401 ￥374，718 ￥ 1 ， 190，63 8 
表 5-13 活動資金の内訳(平成 6 年度)
地区名 坂越 出石城下町城崎温泉豊中駅前 寺町 岡町・桜塚 室津 穂野
自 会 費 ￥0 ￥55 5 ，000 ￥378 ，000 ￥2，423 ，700 ￥200，000 ￥ 1 ， 177 ，000 ￥0 ￥0 
己 負担金 ￥150，000 ￥91 ，000 ￥0 ￥0 ￥O ￥O ￥O ￥O 
資 収益金 約，000 ￥235 ，708 ￥30 ，249 辺，696，646 ￥ 170，000 ￥22，713 ￥O 引 00
金 容附金 ￥ 100 ，O00 ￥0 ￥0 ￥310，000 ￥0 ￥O ￥0 ￥380，000 
/j 、 言十 ￥255 ，O00 ￥881 ， 708 ￥408 ，249 ￥5 ，430，346 ￥370，000 ￥ 1 ， 199 ， 713 ￥0 ￥380， 100 
助 補助金府民 ￥O ￥O ￥0 ￥0 ￥O ￥0 ￥O ￥O 
成 市町￥655 ，000 ￥ 100 ，000 ￥O 引 ，500，000 ￥200，000 ￥ 1 ， 500，000 お0，000 ￥0 
金他￥O ￥O ￥O ￥0 ￥0 ￥O ￥100，000 ￥O
小 言十 ￥655 ，000 ￥ 100，000 ￥0 ￥ 1 ， 500 ，000 ￥200，000 ￥ 1 ， 500，000 ￥ 150，000 ￥0 
収入総額 約10，000 ￥981 ， 708 ￥408 ，249 ￥6，930，346 ￥570，0OO ￥2 ，699，713 ￥150，000 ￥380， 100 
| 地区名 坂越 出石城下町城崎温泉豊中駅前 寺町 岡町・桜塚 室津 樟野
自 会 費 0.00 I 0.57 I 0.93 I 0.35 I 0.35 I 0.44 I 0.00 I 0.00 
己 負担金 0.16 I 0.09 I 0.00 I 0.00 I 0.00 I 0.00 I 0.00 I 0.00 
資 収益金 0.01 I 0.24 I 0.07 I 0.39 I 0.30 I 0.01 I 0.00 I 0.00 
金 寄附金 0.11 I 0.00 I 0.00 I 0.04 I 0.00 I 0.00 I 0.00 I 1.00 
/j 、 言十 0.28 I 0.90 I 1.00 I 0.78 I 0.65 I 0.44 I 0.00 I 1.00 
助 |補助金府民 0.00 I 0.00 I 0.00 I 0.00 I 0.00 I 0.00 I 0.00 I 0.00 
成「一 古町 O .072 0 0.10 I 0.00 I 0.22 I 0.35 I 0.56 I 0.33 I 0.00 
ト ーー
金 | 他 0.00 I 0.00 I 0.00 I 0.00 I 0.00 I 0.00 I 0.67 I 0.00 
jj 、 言十 0.72 I 0.] 0 I 0.00 I 0.22 I 0.35 I 0.56 I 1.00 I 0.00 




































区」 では、昭和 63 年に「まちづくり協定」を締結し、平成元年に地区計画を策定し、さらに
平成 2 年には「神戸市都市景観条例 J における「都市景観形成地域」の指定を合わせて
行っている(図 5 ・4) 0 r神戸市都市景観条例J では、要綱によって、景観形成市民団体へ

























































































































り協議地区」で 12ha、「岡本まちづくり協議地区J で 10.8ha と小規模で、ある。







の違いが見られた(図 5 -7) 。
③藤沢市の江の島地区に見られるように「地区ビジョンj から「地区計画J 策定、「地区の
計画J 作成までの流れのなかで、特に多額の活動資金や技術的支援を必要としなか
















( 1 ) 倉原宗孝 、 後藤由紀、日影敏也 í住民主体のまちづくりに向けての北海道 ミニ独立国の活動に関する














れた口 神戸市では 1981(昭和 56) 年に「神戸市地区計画及びまちづくり協定に関する条
例J を、また、 1982 (昭和 57) 年には世田谷区が「世田谷区街づくり条例J を制定した。
こうした先進的な 2 都市でまちづくり条例が制定されたのち、しばらくはまちづくり条例































































































くり協定等に関する条例J を策定したのである(表 6- 1) 。
世田谷区は、戦後、東急東横線、田園都市線、小田急線、京王線等の郊外私鉄沿線
の開発が進んだが、基盤未整備のまま開発が進んだため 、 木賃住宅やミニ開発等が密
集する市街地を抱えることになった。 と りわけ、北沢地区、 太子堂地区は災害危険度の極
めて高い地区となっていた。 こうした状況から、 昭和 53 年に策定した総合計画では「災害
に強いまちづくり言十画」の必要性をうたい、 そのなかで北沢・太子堂地区をモデ、ル地区に
としたのである。その後、地区計画制度制定を契機として、 こうした防災まちづく りを総合





















































































表 6-2 まちづくり条例の展開 (豊中市)




産業界リダフォラムの開催 市民・企業・行政が温誼.受流する渇 H{Eピ~ジ経ヲン済鏑環定分竃室〉 1 のまちちづに fとよなか・〈りフォーラ
ムjに
情報wîコーjの克行 各介地の活動、新しい制度や事例の紹 巌tピ察ジ経ョンB耳策規定分ZEEE} 







ii寮斯興ピジョン控進アドバイザ 股置品蒜禁事のヌ漫 {ビジョン抱進室}豊中まちづくP条例の腕定 |政まち策づ制〈り郎支aa lmc凶m刷まちもI 
まちづくりアドバイザ 派遣要綱の制定 まちづくり支慢 百まち資づ事く蓬り榔支復宣
ま定ちづ〈りコンサルタント派遣慶綱の制 まちづ〈り支11 政まち策づ権〈進り支陣lIi 
まちづくり活動助成要綱の制定 まちづくり支痩 政まち策づ惟く進り働支lIíß -< 
まちづくり専門家会織の股置 路問機関 政まちIIIづ権く進り郎支援重 査条脇圏例、直偉会の業運のの用隠蕃定s審l'l 
まちづ〈り事業権遺書書員会の位究 行政内部の調霊会織 ま政ち策づ権〈進り陣支面支fE一 室 の実ち路に大『学まjちにづ〈討まちづ〈り実践繍座の開催 人材育成 政まち策づ推〈進り 室
る連携と分担のまちづくり J Iみんなの計画、役所の支援」としづ考え方が基本となり、
1992(平成 4)年に条例化されたものが「豊中市まちづくり条例J である。また、条例制定に
さきだち、 1991 (平成 3)年には 「まちづくり支援係J (のちのまちづく支援室)を設置してい


















術支援をおこなっていた。 それは、 「まちづ、くり支援チームJ の派遣、 「商人大学」や 「商業任意参加による協議会























































想J の策定であり、構想が策定されるとそれを市長に提案する(条例第 8 条~第 9 条) (図







| まちづ<~支復チームの派遣 | 
w' 
図 6-2






























































































1995(平成 7)年 7 月に神戸市の外郭団体で、ある都市整備公社のなかの「神戸まちづくり
センター」内に、「こうべすまい ・ まちづくり人材センターJ (以下、「人材センターJ) を開設
し、人材派遣についての支援を強化した。人材センターでは、銀行関係及びゼネコンを
除く各分野のコンサルタントやアド、バイザ一等の専門家に登録してもらい、それらの専門
家を地域住民の要請に応じて派遣している。 登録の現況は、コンサルタント 189 社、弁護
士 15 人、司法書士 7 人、土地家屋調査士 38 人、税理士・公認会計士 15 人、不動産























(1)内海麻利、小林重敬(1 998) : r まちづくり条例の総合化動向に関する研究一嶺合タイプとシステムタイプについてj 都市計画論文集
No33、日本都市計画学会、 pp. 541 "-546 
(2) 田中晃代、鳴海邦碩、久隆浩 (1994) ・ 「まちづくり関連条例の展開とその意義j 都市計画論文集 No29、日本都市計画学会、 pp.685"-
690 
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(4) 海野芳幸、木下勇、 ft真一 (1998) : r 掛イ 11 市生涯学習まちづくり土地条例の特別計画協定区媛指定における住民参加によるまちづく
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て j 都市計画論文集 No.31 、日本都市計画学会、 pp.529"-534
(6) (1974) r これからの住区構想策定のために I コミュニテイカルテ J J 葺合区、神戸市
川 (1975) r市街地再開発基本計画その l 基礎編j 神戸市都市計画局計画部計画課
(8) (1978) r 市街地整備のための環境カルテ j 神戸市
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街地がそうである よ うに、 商業の沈滞に悩んでいた。 そこで若手商業者が、中心
となっ て商業活性化方策を模索し始めた ことからそのまちづくりはは じまった。
一方、市においても総合計画の「都心ゾーン構想J の一環として、 1988 年に「産
業振興ビジョンJ を策定し、そのなかでまちを支える商業の役割を重視する視点、
を打ち出した。 そうしたビジョンを達成するために、 1992 年にまちづく り 条例が
制定されたのである 。
まちづくり条例が制定された後、最初に、まちづくり協議会に認定されたのが 、
豊中駅前まちづくり協議地区である 。 認定後は、まちづくり協議会が主体で 3 回
の研究会と 13 回の討論会を経て、 1995 年にまちづくり構想を策定し、市長に提
案した。 その後、市は、提案された構想を受けて、 1997 年にまちづくりの基本方
針を提示した。 1999 年現在は、まちづくり構想を実現化するための事業化の動き
となっている 。 豊中市では、豊中駅前地区のほかにも、おかまち・まちづくり協


















市は、構想、エリアを ABCDEF の 6 つの街区、 10 の小街区に分割している。さらに、
A 街区では店舗等の共同建替えや道路拡幅事業、 B 街区では再開発事業の検討や
129 





























1993 年の豊中駅前まちづくり協議会の設立以降、 1 995 年のまちづくり構想
提案に至るまで、 3 回の「まちづくり研究会J と 13 回の「まちづくり討論会」
が実施された。協議会設立当初、協議会は、「七夕まつり j の開催にともない地
区周辺を実験的に歩行者天国にし、交通量調査をおこなった。 その際、まちづく
り支援室のメンバーが調査に参加している。 1993 年 8 月のまちづくり研究会では、
駅前交通の問題点をテーマにしている 。 それ以降構想策定のためのまちづくり討
論会に入るが、 1993 年 9 月の討論会では、引き続き交通問題の解決策をテーマと
している 。 1993 年 10 月の討論会からは、地区の将来イメージを作り上げるため
に討論会が開催された。

















































⑨工み夫んすなるでまちを育てる仕組みを (1) rまちづくりセンターJ の開設などの「構想J 実現のための工夫
(2)まちづくりの事業の相談、調整





最終的に 6 つのグループ。ができ、 6 つのグ、ループごとにまちのイメージを道路
と鉄道が入った地図を用意し、その上にイメージに合った施設を落としていった
のである 口 6 つのまちのイメージは以下のとおりである 。
・「落ち着いたまち J . ..ゆりかごから老後まで 3 世代住宅
・ 「家族で楽しむまち J . . . 生活の中に憩いがあるまち









4 月に 3 名の専門家によって
まちの将来イメージの提案
がなされた。 3 名のうち 2 名



















9 つの基本方向と具体的な提案がされた(表 7-1、図 7-4)。表 7-1 を見る限り、 9
つの提案は、今までのまちづくり協議会の活動内容が位置付けられている。
(i i) 調査研究部会での支援
1993 年のまちづくり協議会設立以来、 1995 年のまちづくり構想提案迄のあいだ
約 45 回にわたる「調査研究部会」が実施されている。「調査研究部会」とは;、「ま
ちづくり構想」策定にむけて調査や研究を行う協議会の部会で、協議会のメンバ

















び討論会等に豊中市(まちづくり支援室)・アド、バイ ザー ・コ ンサルタント・学
識経験者の 4 者がたえず出席をし、助言をしていることがわかった。協議会が主




1993 年 2 月におかまち・まちづくり研究会が設立され、翌年の 1994 年にまち
づ くり協議会として市に認定される 。 その後、約 15 回におよぶ勉強会・討論会
の実施、 「時をかける能勢街道イベント J 、「消防からみたおかまちJ 等の講演会
を実施している。この地区の協議会の活動の特徴は、研究会・討論会や講演会、
イベントのほかに、活動がある一定の段階に来ると必ず「活動の成果のまとめ、















街並みづくり 0憲章や協定 0 事業化の支援O 共同建替え、 個別協調建 0道路整備、 電柱地下埋
替え 0地区計画
②音楽の道の街並み 0治道のまちづくり計画の検 0計画づくり支援
















③大池小周辺の一体 0まちづくり計画の検討 0建替え、 複合施設化
整備 0計画づくり支援
①能勢街道の街並み 0街並み計画の作成 Oルールづくりの支援












人Lやさしいまちづくり 0施設や建物の更新 0旬、っしょに育てるまちづく 0ヒントtや集使づいくり手支と援し、つ
にあわせて、段差のな り」の中で、 議論しながら改善 0施設 しょに
いまちづくりを進める する 道路や公共施設の改善0人にやさしいまちづくりヒン
卜集
みんなで育てるまちづくり 0まちづくり協議会の orv 、っしょに育てるまちづく 0まちづくり活動の支援
活動実績を伸ばし市 りJの中で、 議論しながら改善 or参加のまちづくりJ の推進






手法を探る J r 目指す方向を見定める」等より主体的な活動の姿勢が読み取れる 。
136 



































1993 副おかまちノレネッサンスひろ 。能勢街道の検討ば構想 。新駅舎の検討
。落語ギャラリーの検討




















































































































































































































































派遣年月日 回数 種類 指導・助昌のァーマ
1993年 l 回 コンサルタント 地域住民と商店街の連携したまちづく り
コンサ学ノ者レタント まちづくり協議会の果たす役割
コンサルタント
1994年 3回 コンサルタント 豊中駅前地区まちづくり構想実現のための手法等
コンサルタント
コンサルタント まちづくり構想を実現するための課題について、まちづくり l 
研究員 討論会での参加者からの意見・質問についての整理・助言
コンサノレタント まちづくり構想にある中地区の討論会における助言















「まちづくり構想J で提案のあった「歩き回れるまちづくり J r車





コンサノレタント 豊中駅前まちづくりリレー講座「豊中駅前の交通。問題はここだ! J 
学者 豊中駅前まちづくりリレー講座「歩行者中心のまち。 交通の工夫の実際」













































人権文化部 人権開発課 線長長補総世佐兼驚総企務両係係長長 ~ 口 五企年画謹調一整室。 設術
政策推進部 防災課 主査
。 1 問 :課 長
聾建環境市i課環デ境ザイ調ン整課室 課長生活環境部 主査
主査
市民生活部 。 産 主査
福祉保健部 。 障 福祉課 事務吏員








市長公室 口 広報課 企画係長
社会教育部 口 社会教育課 l佐学兼芸文・ 文化化財財保担護当係線長 補
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計画論文集 No. 26-B 、 pp.907......912
(2) 岡崎篤行 ・原科幸彦(1994) ・ 「歴史的町並みを活かしたまちづくりのプロセスにおける合意形成に関する
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関して、 2 つの指摘がある。 1つは 、 協議会がまちの代表になりうるかどうかという代表性の
















8 . 3 地区レベルの計画の空間的広がりと対象とすべき課題
8.3 . 1 地区レベノレの異なった空間的広がり聞の調整の方向
地区レベルの計画の空間的広がりには、第一段階、第二段階、第三段階の 3 つの段階
が見出せたが 、 これを市民 ・住民参加としづ観点から見ると、市民参加一→市民 ・ 住民主体
→住民参加といった流れになる。 これらの段階が効果的に連動しながら、一連のプロセス
を展開 していくためには、第一段階のピ、ジョンづ、くりにおける市民参加は、市民 ・住民と行





8. 3 .2 市民が想起する地区的課題の可能性と限界
総合的な地区レベルの計画を策定する際、市民が想起する地区的課題には、限界があ
ると指摘した口 つまり、市民にとって親しみやすい市民が主体的に取り組むことができる課


















8 .4 .1 地区レベルの計画の展開
地区レベノレの環境整備を、住民主体の地区まちづくりとして進めるためには、 「初動期ま












第 4 章でみた各自治体で制定されたまちづくり関連条例の動向の中で、「規制 」 、「誘
導」 に加えて「援助 J といった性格を持った条例が増加してきでいることはこのことを反映し
151 
ている。「援助」とは単に助けることで、「支援」とは、主体をささえ助けることである。 豊中市
では、まちづくり条例の所管は「政策推進部まちづくり支援室 J (1999 年 7 月現在、まちづ


































































































( 1 ) 三漫夏雄 (1994) : r 清里リゾー トマンション事件j 、別冊ジュリスト、 126 号
( 2) 西岡正次(1 999): r 公私協働型のまちづくり政策に向けて一「みんなの計画、役所の支援 」 から見えてき
たもの一J 、地方自治法施行 50 周年記念懸賞論文集、地方自治法施行 50 周年記念事業推進委員会懸賞論文
実行委員会、株式会社ぎょうせい
( 3) 加藤恵正 (1999) : r コミュニティ ・ ビジネスの展開とその評価一英国の経験とわが国市街地活性化にお
ける役割一J 、都市問題研究、第 51 巻第 5 号で、①コミュニティというこれまで経済的な観点からは議論
されることのなかったきわめて小さな空間での経済の在り方に着目している、②地域固有の社会 ・ 経済資源


























詰í(1)[. ít:"-ioでl士、 とりよいミ九づくりをめさして、生活者ーの}見台、からまらづくりや応設づくりのあり方l こつい
て f1 ~ iiJfo;'t士おこな勺てい主寸τ 今回そのー債として、地M住民の意向を汲み上げるしくみをむち、地岐に対
応し二支援策のメニューをむっと考えられる呆観条例や主ちづくり条例の地区指定あるいは認定制度について





|( %). I 
③地区の世常数及び人口






























































つ1~1史的flfJ ~t~kを保 Ë-I ろため
二十tーやはなど自然出r~を i 'f':~~寸るた.'.')
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く質問6> (主邸臓が主附句lこ景観形成のかーノレづくり(自主協定や景観協定期 やまちづく り のルール (ま









































































| 住民元旦h問シート l 
-住民組織や住民組織の活動についてお伺いいたします。
¥li71 J也区:::.(主国!fU伽判攻ある均合(て、市立E ことに 1 I t-γっこ回答Fさ 1，、)






























































.');'.1とち.X IJ~ r~~!(沢を、以下山明日に !!t .-， てお芯さください3 たお、阿慌のいl訳がわヵ、る資料がこさい
主したヤこ送付rf[í了れ:-('@I答l こかえさせていただきます2
















< 質問7> (主尉噺訟の活動についておたずねしミす:今までにどのよ)な(6耐をおよなって1，吃ナI~'~ ~五円十
うれ I/)寸ーへてに をして下さ 1，らまた、その住民活動円、どれく'らいの割合でおこたわれて'ハ主-Jーか ( 
)にご記入くださいn




つミニコミやパンフレ γ ト、ニュースシターを発行していろ(j邑去 号)
口 3己主地の視察(過去 回)
口まらづくりや建築の相談会(年 回程度)
ロその他 ( ) (倒主
口その他 ( ) (明
口その他 ( ) (峨
口その他 ( ) (概
口その他 ( ) (糊
口その他 ( ) (糊
口その他 ( ) (概
*住民活動についても資料がごさいましたらご送付お願いいたし宅す3
どうもありがとうごさいました〉
L . -'-_.,_ -.
